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令和８年７月２８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和６年（ワ）第６９１２号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年６月８日 

判 決 

 5 

原告 ランドスケープ・ソフトウェア株式会社 

代表者代表取締役 Ｃ 

訴訟代理人弁護士 山 縣 史 也 

 

被告  10 

訴訟代理人弁護士 木 薮 智 幸 

主 文 

１ 被告は、原告に対し、１４１万円及びこれに対する令和８年５月２８日から支

払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 15 

３ 訴訟費用は、これを１２分し、その１を被告の負担とし、その余は原告の負担

とする。 

４ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由  

第１ 請求 20 

被告は、原告に対し、１７１１万７９６８円及びこれに対する令和８年５月２

８日から支払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本件は、「ランドリーパック」及び「ランドリーオン」という、マンションの

入口等に設置されている宅配ボックス等のロッカーを利用してクリーニングを25 

出すことができるサービスを提供している会社である原告が、原告の元従業員で
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ある被告に対し、被告が原告の使用していたサーバーのアカウント情報を書き換

えて営業秘密（ランドリーパック等のソースコードやデータベース内の顧客情報

等のデータ）を不正に取得したものであり、かかる行為が、不正競争防止法（以

下「不競法」という。）２条１項７号の不正競争に該当し、就業規則に基づく秘

密保持義務にも違反するとして、不法行為又は債務不履行に基づき、損害賠償金5 

１７１１万７９６８円及びこれに対する訴えの変更申立書の送達の日の翌日(令

和８年５月２８日)から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金

の支払を求める事案である。 

１ 本判決で用いる呼称（略語） 

 ・ ランドリーパック等：ランドリーパック及びランドリーオン 10 

 ・ Ｓ社： 

 ・ Ｔ社： 

 ・ Ａ： 

 ・ Ｂ： 

 ・ Ｃ： 15 

 ・ Ｄ： 

 ・ 本件サーバー：Amazon Web Serviceが提供するレンタルサーバー 

・ 本件情報：別紙営業秘密目録記載１ないし３の各情報（目録記載の番号ごと

に「本件情報１」などという。） 

２ 前提事実（争いのない事実、掲記の証拠（枝番を含む。以下同様。）及び弁論の20 

全趣旨により容易に認定できる事実） 

 (1) 当事者等 

   原告は、情報処理システム開発の計画作成、コンピュータおよび付属品の販

売等を目的とする株式会社であり（甲１）、ランドリーパック等のサービスを

提供していた。 25 

   Ａは、原告の代表取締役を務めていたが、令和４年４月１４日に原告の代表
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取締役を退任し、取締役を辞任した（甲１）。 

   Ｃは、原告の取締役であり、令和４年５月６日から原告の代表取締役を務め

ている（弁論の全趣旨）。 

   被告は、令和４年４月３０日まで原告に勤務していた元従業員である（甲２）。 

   Ｓ社及びＴ社は、いずれもＢが代表取締役を務める株式会社である（甲１４、5 

１５）。 

 (2) 原告の就業規則 

   原告の就業規則には、（顧客の機密保持）第１５条として、「従業員は、顧客

との取引や提携などによって知り得た機密や顧客のトレードシークレットな

どを他に漏らしたり、他の目的に使用してはならない。」と規定されていた（甲10 

３）。 

 (3) ランドリーパック等     

  ア ランドリーパックは、マンションの入口等に設置されている宅配ボックス

等のロッカーを利用してクリーニングを出すことができるサービスであり、

具体的には、利用者がスマートフォンのアプリを利用して会員登録を行った15 

上で、アプリ上で衣料品の預け入れの申込みを行い、所定のロッカーに衣料

品を預け入れると数日後に当該ロッカーにクリーニングが完了した衣料品

が届けられ、これを受け取ることができるというサービスである（甲６、３

１）。 

  イ ランドリーオンも、ランドリーパックと同様のサービスであり（甲８）、顧20 

客がランドリーオンのアプリを利用してサービスの提供を受ける場合であ

っても、接続されているのはランドリーパックのプログラムであり、売上の

集計もランドリーパックのシステム上で行われている（甲７、８、弁論の全

趣旨）。 

ウ 原告が契約をし、かつ顧客に対するサービスの提供のために使用していた25 

本件サーバーの原告アカウント内には、ランドリーパック等を含む、原告が
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顧客に提供していたクリーニングレジのシステムや、これに付随するスマー

トフォンのアプリケーションのプログラムが保存されており（甲５）、ラン

ドリーパック等に関する本件情報（本件情報１のうちのＩＤ、パスワード等

を除く。）が保存されていた。本件サーバーの原告アカウントは、本件情報１

のうちのＩＤ及びパスワードにより管理されていた。 5 

 (4) Ａによる行為 

Ａは、令和４年３月頃、本件サーバー上の原告のアカウントＩＤを原告のメ

ールアドレスからＳ社のメールアドレスに変更し、変更後のアカウントＩＤと

パスワードをＳ社に提供するという方法により、本件情報を、原告ではなくＳ

社が利用できるようにした（甲１８、争いなし）。 10 

 (5) Ｔ社及びＳ社によるサービスの提供 

   ランドリーパックのアプリは、App Store においては遅くとも令和４年１１

月２９日の時点からＴ社の保有となっており（甲１０の２）、Google Play にお

いては遅くとも同年６月１２日の時点からＳ社の保有となっている（甲１２の

３）。 15 

また、Ｓ社は、現在「サスプロ」というサービスを提供しているところ、ラ

ンドリーオンとサスプロは同一のサービスである（甲８、９）。 

(6) 本件訴訟の経過 

 原告は、本件訴え提起の当初から、本判決書被告欄記載の人物のみを被告と

し、Ｔ社及びＳ社やＡを被告とはしていなかった。 20 

 原告と被告は、令和７年４月２４日の弁論準備手続期日において、和解につ

いて検討するとして以降、継続的に和解に向けての協議を重ね、同年７月に被

告に代理人弁護士が就いて以降もこれが継続されたが、最終的には合意に至ら

ず、令和８年３月１０日の弁論準備手続期日で和解の試みは打ち切られた。 

３ 争点 25 

(1) 被告の行為、不法行為該当性、共同不法行為該当性及び債務不履行該当性（争
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点１） 

(2) 損害の発生及び額（争点２） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（被告の行為、不法行為該当性、共同不法行為該当性及び債務不履行該

当性）について 5 

【原告の主張】 

(1) 本件情報の営業秘密該当性 

原告においては、就業規則（甲３）で従業員に対して在職中知り得た業務上

の秘密を漏らしてはならないことを定めており（１４条（９）、５３条（２））、

被告に対して秘密管理の規範が示されていた。また、本件サーバーについては10 

ＩＤ及びパスワードによって社外の第三者がアクセスできないように管理さ

れており、本件サーバー内の情報は他の情報と区別されたうえで営業秘密であ

ることが明確にされていた。したがって、本件情報は秘密管理性を充足する。 

また、本件情報は、原告が顧客に対してサービスを提供するために必要なプ

ログラムを含んでおり、当該プログラムを提供することで原告は対価を得てい15 

たのであるから、有用なものである。 

そして、本件サーバーはＩＤとパスワードで管理されているのであり、本件

サーバー内に保存されている情報の内容は一般的に知られておらず、かつ容易

に知ることもできないのであるから、非公知性を充足する。 

    よって、本件情報は、不競法上の営業秘密に該当する。 20 

  (2) Ａによる行為 

Ａは、令和４年４月頃、本件サーバーについて、アカウントＩＤとして登録

されていたメールアドレスを第三者（Ｓ社）のメールアドレスに変更し、当該

アカウントＩＤとパスワードを当該第三者に提供し、本件サーバー内の本件情

報を当該第三者に開示した（甲４、甲１８）。 25 

Ａは、前記情報奪取行為を行った当時は原告の代表者として本件サーバーに
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正当にアクセスできる立場にあったのであるから、「示された」営業秘密に該

当し、また、第三者であるＳ社に不正な利益を得させる目的や原告に対して不

当な損害を加える目的があったといえることから、図利加害目的で行われたと

いえる。 

よって、Ａの行為は、開示された営業秘密の図利加害目的での利用（不競法5 

２条１項７号）に該当する。 

  (3) Ｔ社及びＳ社による行為 

ア 被告によって奪取された本件サーバー内の情報は、現在Ｓ社又はＴ社によ

って利用されている。 

  顧客に対してランドリーパック等のサービスを提供するに当たってはス10 

マートフォンのアプリケーションが必要であるところ、これらアプリケーシ

ョンの開発者が、被告の退職後に突然原告からＳ社又はＴ社に変更されたこ

とから、ランドリーパック等が同社らにおいて利用されていることは明らか

である（甲１０の１ないし甲１２の３）。 

ランドリーパックのサービスは、現在Ｔ社によって運営されている（甲７）。15 

また、Ｓ社は、現在「サスプロ」というサービスを提供しているところ（甲

９）、ランドリーオンとサスプロは同一のサービスである。 

イ Ｔ社は、原告の長年の取引先であり、同社が令和２年８月にランドリーパ

ックを新規に導入することを理由としてＩＴ導入補助金の申請を行ってい

ることからも（甲２８）、同社の代表者であるＢが、ランドリーパックが原告20 

の提供するサービスであったことを認識していたことを示すものであり、Ｔ

社とＳ社において、Ａによる情報奪取行為が営業秘密の不正開示行為である

ことについて悪意又は重過失があったといえる。 

  また、Ａによって同時に提供されたランドリーオンに関する情報について

も原告の営業秘密に該当することは容易に認識し得るのであるから、ランド25 

リーオンについても、Ｔ社及びＳ社は営業秘密についての不正開示行為であ
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ることについて悪意または重過失があったといえる。 

  よって、Ｔ社とＳ社の行為は、不正開示行為の悪意者の利用（不競法２条

１項８号）に該当する。 

(4) 被告による行為 

   ア 客観的関連共同性 5 

被告は、以下のとおりの各行為を行ったところ、これらの各行為は、情報

奪取行為と関連する重要な行為であり、情報奪取行為に深く関与しているこ

とを裏付ける事情と評価できる。  

① 被告は、ダミー用アカウントにログインできることを確認し、ダミー用

アカウントと第三者に提供するアカウントの選別に関する打合せに参加10 

し、ダミー用アカウントへの情報の移行を行った。 

②  被告は、原告が事業を行う上で必要な情報が記録されている

「Confluence」内の情報を、新たに使用を開始した同種のサービスである

「Notion」内にコピーした。 

③ 被告は、ランドリーオン、ランドリーパック以外のサービスについて、15 

SSL サーバー証明書の発行サービスの登録メールアドレスをＳ社のメール

アドレスに変更した。 

④ 被告は、退職後である令和４年５月１６日に、ドメイン運営サービスで

ある「ムームードメイン」において原告のアカウントにログインし、何ら

かの操作を行った。 20 

⑤ 被告は、令和４年４月２１日頃、Ｄと共同で、「Discord」というチャッ

トツールを試用し、Ａに対して導入を提案した。 

   イ 主観的関連共同性 

     Ａと被告は、チャットツールで適宜協議を行いながら情報奪取行為の準備

や実行をしており、情報奪取行為全体の中で重要な役割を担っていたことか25 

らすれば、Ａと被告には主観的関連共同性があったといえる。 
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また、Ｓ社及びＴ社の代表であるＢとＡが以前より懇意の関係にあり、か

つ取引関係もあったこと、本件計画の内容に鑑みれば、Ｂの協力なくしては

同計画の実現は不可能であること、現にＳ社やＴ社において本件情報の利用

が継続されていることに鑑みれば、Ｓ社とＴ社との間でも客観的、主観的関

連共同性が認められる。 5 

  (5) 小括 

    以上によれば、被告は、本件情報奪取行為との関係では幇助者にとどまるも

のではなく、いわば主犯の一人として、本件情報奪取行為について共同不法行

為責任を負うものというべきである。 

  (6) 秘密保持義務違反 10 

原告の就業規則では、従業員に対して在職中知り得た業務上の秘密を漏らし

てはならないことを義務付けており（甲３）、被告は原告に対して秘密保持義

務を負っていた。 

しかるに、被告は、業務上の秘密である本件情報を、本件サーバーのアカウ

ントを第三者であるＳ社のドメインで作成されたメールアドレスに書き換え15 

ることにより同社に漏らしたのであって、上記秘密保持義務に違反したといえ

る。 

【被告の主張】 

(1) 本件情報の営業秘密該当性 

  以下のとおり、本件情報は、不競法上の営業秘密に該当しない。 20 

 ア 有用性について 

本件情報１は、Ａが原告を退職した後に自らが管理していたアカウントに

ログインするために必要な情報であり、当該情報によってランドリーパック

等の運営が可能になることを意味しないため、原告の事業活動において何ら

価値を有さない。本件情報３も、ランドリーパック等と同様の事業を行うに25 

当たって具体的な価値を持たない。 
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 イ 秘密管理性について 

本件情報は、原告だけでなく、Ｂも見ることが可能であった。 

ランドリーパックに関するソースコード等は、いずれもＡら原告を退職し

た者のみによって作成された情報であり、これらの者が退職するにあたって、

当該情報をこれらの者に権利を留保することについての合意があったと認5 

められるため、原告にて秘密管理意思を当時から有していたとは認められな

い上、管理措置が具体的に取られていたとも認められない。  

(2) Ａの行為について 

Ａが前記前提事実(4)の行為をしたことは認めるが、かかる行為が情報奪取

行為に該当するとの原告の主張は争う。Ａは、持つべき人が持ち続けることが10 

できるように情報を分割したに過ぎない。 

ランドリーパックは、Ｂを中心に、ＡがＤとともに開発したものであり、こ

れをもとに事業を営んできたのはＢであって、原告はアプリを開発したに過ぎ

ない。また、Ａらが原告から離れた経緯や、同種のサービスが第三者によって

継続されているとの点に照らせば、当該開発物を原告に留保しない合意が原告15 

との間で形成されていたことが推察されることから、何らかの営業秘密が原告

から移動されていたとしても、原告が損害賠償請求を行うことができない。 

 (3) 被告の行為について 

   前記原告の主張(4)の①ないし⑤の被告の各行為に対する認否は、以下のと

おりである。 20 

① 情報移行先の新アカウントはダミーではなく、継続的な売上げを見込める

ポインランドリーを原告に残すための作業を行ったものである。被告は、原

告において開発と運用管理を被告が担当していたポインランドリーのシス

テムを原告に引き継ぐ作業を行ったのであり、Ｄとのやりとり（甲４、乙７）

はその作業工程を確認するためのものであった。ポインランドリー以外のシ25 

ステムについては、被告は関わっていない。 
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② 被告が「Confluence」内の情報を「Notion」内にコピーしたことは認める。 

③ 被告が SSLサーバー証明書の発行サービスの登録メールアドレスを原告か

らＳ社のメールアドレスに変更したことは認めるが、ランドリーパックとは

無関係のプログラムが原告からＳ社に移行されたのに伴い、これらに関する

通知が原告にメール送信されないようにするための措置にすぎない。 5 

④ 被告が、令和４年５月１６日にムームードメインの原告のアカウントにロ

グインしたことは認めるが、これは「●●●●●」のドメインを第三者に移

すことができるかどうかの確認のために行ったものであり、実際の移す行為

自体はＡが行ったものである。 

⑤ 被告は、Ａから slack に代わるチャットツールを探すよう依頼を受けて10 

「Discord」を提案したに過ぎない。 

(4) 小括 

 被告は、原告在職中はランドリーパック等の開発に関与していないし、原告

を退職した後は、ＡやＢらと事業や私的な関係を有していない。被告の行為は、

ランドリーパック等とは別のポインランドリーの移管に係る手続であって、ラ15 

ンドリーパック等とは何ら関係もない行為である。 

 したがって、被告は、原告に対する共同不法行為責任を負わない。 

(5) 秘密保持義務違反について 

否認する。 

被告は情報奪取行為をしておらず、機密保持義務に違反していない。 20 

２ 争点２（損害の発生及び額）について 

【原告の主張】 

 (1) 不競法５条２項に基づく算定 

被告による情報奪取行為により、原告はランドリーパックのサービスを提供

することが不可能となった。ランドリーパックのサービスは、現在Ｓ社又はＴ25 

社によって提供されており、同社らが同サービスを提供していることにより得
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た利益が、原告の損害に該当すると評価できる（不競法５条２項）。そして、Ｓ

社とＴ社と被告とが共同不法行為責任を負うことから、原告に生じたすべての

損害を連帯して賠償する責任がある。 

Ｓ社と契約したクリーニング店がランドリーパック等で得ている売上げに

ついては、システムで自動的に集計される仕組みになっており、原告において5 

も当該売上の集計ページにアクセスできる状態にあるところ、当該集計ページ

によると、令和４年５月１日から令和８年３月３１日までの売上総額は、８５

５８万９８４４円である（甲１３、３４）。Ｓ社が各クリーニング店から得てい

る利用料を売上の２０％と仮定すると、Ｓ社が得ている利益は１７１１万７９

６８円を下らない。 10 

そして、ランドリーパックやランドリーオンのサービスの提供について仕入

れは存在せず、サービス提供にかかる売上がそのまま売上総利益になるのであ

るから、１７１１万７９６８円が、Ｓ社らが得た利益の金額であり、原告の損

害と推定される。 

(2) 不競法５条３項に基づく算定 15 

  仮に本件に不競法５条２項によって原告の損害額を推定できない場合でも、

少なくとも同法５条３項により損害額を算定することは可能である。 

本件では、Ａが原告の取締役在任中に、毎月売上の５％の金額にアプリ利用

料１万円を加えた金額をＴ社に対して請求していたことが確認できている（甲

１６）。Ｔ社の代表者であるＢとＡは懇意の関係にあることから、上記の料率は20 

相応に低廉に設定されたものであると思われることも踏まえると、本件におい

て適用されるべき料率は、上記の３倍である１５％を下らないと解される。 

したがって、令和４年５月１日から令和８年３月までの損害は、前記８５５

８万９８４４円に対する１５％の金額である１２８３万８４７６円に、アプリ

利用料４７万円（＝月額１万円×４７か月）を加えた１３３０万８４７６円と25 

なる。 
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【被告の主張】 

損害の発生について、否認する。 

情報の奪取行為が仮にあったとしても、当該行為と原告がランドリーパック等

の運営ができないこととの間には因果関係が認められず、原告に損害が発生した

とはいえない。 5 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   前記前提事実に加え、後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を

認めることができる。 

  (1) 原告は、もともとＡが立ち上げた会社であり、被告が原告に入社した後、Ａ、10 

Ｄ及び被告の３人で、ランドリーパック等を含むクリーニング業者向けのシス

テム開発等を行っていた。 

    その後、原告が、コインランドリーの売上金管理システムの開発を受注し、

コインランドリーの利用でポイントが貯まる「ポインランドリー」のシステム

を開発したことをきっかけに、Ｃが原告の取締役になった。 15 

    しかし、その後、ＣとＡの間で、原告の経営方針について意見の相違が生じ

ることとなった。 

   （以上につき、弁論の全趣旨、乙８） 

(2) 原告は、令和３年９月の時点で、Ｔ社に対して、ランドリーパックのシステ

ムを利用したサービス提供を許諾していた。 20 

  同月３０日付けの原告からＴ社への請求書によれば、上記利用許諾に伴って、

Ｔ社に対して支払われていた金額は、サーバー代等のほか、ランドリーパック

アプリ名目での月額１万円、ランドリーパックによる売上げの５％に当たる３

万３６６９円（いずれも税別）であった。 

 （以上につき、甲１６）   25 

  (3) 令和４年３月から同年４月頃の事情 
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ア 被告は、同年３月１４日、原告の事業に関する情報が格納された「Conflu

ence」という情報管理ツールにおける原告の情報を、別の情報管理ツールの

Ｓ社のアカウントに移行した（甲１８の２）。 

イ 被告は、同月２２日にＡと打合せを実施し、同日、Ａとの間の原告の社内

チャットにおいて、自らが原告に退職願を提出するタイミング、Ａが代表取5 

締役を退任するタイミングや、退職までに発生する原告の作業として「ＡＷ

Ｓの移設」などと記載した（甲１９）。 

ウ Ａは、同年３月２５日頃、本件サーバーに、原告名義のアルファベット文字

列を含むメールアドレスをＩＤに設定した新アカウント（以下、単に「新ア

カウント」という。）を作成した上で、パスワードを設定し、さらに、本件10 

サーバーの原告の従前のアカウント（以下「旧アカウント」という。）のＩ

Ｄを原告のメールアドレスからＳ社のメールアドレスに変更し、同日、その

旨を、原告の社内チャットを通じて被告に連絡した（甲１８の１）。 

   エ 被告は、同年４月６日、旧アカウントと新アカウントの双方にログインで

きることを確認した上で、その旨と、新アカウントへの移行作業を翌日夜に15 

実行する旨を、社内チャットを通じてＡに連絡し、どの情報が移行の対象か

についてＡとの間でやりとりをした（甲１８の１）。 

オ 被告は、同月７日、社内チャットを通じて、Ｄに対し、ポインランドリー

の移設の件で教えて欲しいことがある旨の連絡をした上で、旧アカウントか

ら新アカウントの移行手順について記載し、その中で、旧アカウントのＩＤ20 

が、変更前は原告のメールアドレス、変更後がＳ社のメールアドレスであり、

パスワードには変更がないことや、新アカウントのＩＤである原告のメール

アドレス及びパスワードを記載するなどした（甲４）。 

  その上で、被告はＤと打合せを実施し、同日、その結果をＡに社内チャッ

トで報告し（甲１８の１）、旧アカウント内のポインランドリー等のサービ25 

スに関する情報の新アカウントへの移行を行った（弁論の全趣旨）。 
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   カ 被告は、同月２１日頃、Ｄと共同でチャットツールを試用した上でＡに対

して導入を提案し、また、原告を退職した後である同年５月１６日頃、ドメ

イン運営サービスである「ムームードメイン」において原告のアカウントに

ログインした。 

 ２ 争点１（被告の行為、不法行為該当性、共同不法行為該当性）について 5 

  (1) 本件情報の営業秘密該当性 

    本件情報の内容は、原告の提供していたランドリーパック等のシステムを実

現するためのプログラム及び設定ファイル（本件情報２）、ランドリーパック

等を利用している会社や同会社からサービスの提供を受けている顧客に関す

る情報や売上げに関する情報（本件情報３）、ランドリーパック等のシステム10 

が稼働するために必要なクラウド環境設定情報及び同クラウドに環境にアク

セスするためのパスワード等の接続情報（本件情報１）というものであり、こ

れらの情報は、原告がランドリーパック等のサービスを顧客に提供するに当た

って必要不可欠なものとして一体として機能する情報であるということがで

き、全体として、事業活動に有用な技術上又は営業上の情報ということができ15 

る。 

    また、本件情報２、３、及び、本件情報１の接続情報以外のものは、ＩＤと

パスワード等によって管理された本件サーバー上に保管され、他者が容易にア

クセスできないように管理されており、本件情報１の接続情報も、他者に開示

を予定されていない性質のものであることが明らかであるから、いずれの情報20 

も秘密として管理されている情報ということができる。 

    そして、本件情報の内容は一般的に知られておらず、容易に知ることもでき

ないものであるから、公然と知られていない情報ということができ、したがっ

て、本件情報は不競法上の営業秘密に該当する。 

本件情報の営業秘密該当性に関する被告の主張は、いずれも上記のとおり説25 

示したところに照らし、採用することができない。 
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  (2) Ａ、Ｓ社及びＴ社の行為 

   ア 前記前提事実(4)及び認定事実(3)ウによれば、Ａは、本件サーバー上の原

告の旧アカウントのＩＤを原告のメールアドレスからＳ社のメールアドレ

スに変更し、変更後のＩＤとパスワードをＳ社に提供し、これにより、Ｓ社

において、本件サーバーにアクセスし、本件情報を使用することが可能な状5 

態にしたものといえる。 

Ａは、当時原告の代表取締役として本件情報にアクセス可能な立場にあっ

たところ、上記行為により本件情報をＳ社に開示したということができ（以

下、Ａの行為を「本件開示行為」という。）、その後に、前記前提事実(5)の

とおり、Ｓ社や同社と代表者を同じくするＴ社がランドリーパック等の事業10 

に関与している事実がある一方、これによって原告がその事業上利せられる

ことは一切うかがわれないのであるから、Ａにおいて、本件開示行為当時、

Ｓ社及びＴ社が不正の利益を得る目的を有していたということができる。し

たがって、Ａによる本件開示行為は、不競法２条１項７号の不正競争に該当

する。 15 

     この点につき、被告は、要するに、Ａによる本件開示行為が原告との合意

に基づいて行われた正当な行為である、そもそもランドリーパック等に係る

本件情報は、原告ではなく、Ａ及びＤに帰属するものであった旨主張する。

しかしながら、仮にランドリーパック等の事業がＡやＤらを中心に立ち上げ

られたものだとしても、前記認定事実(2)のとおり、あくまで法人である原20 

告の事業として実施されてきたものと認められるところ、本件情報が原告で

はなく、Ａなどに帰属するということはできないし、Ａが原告の代表取締役

を退任して取締役を辞任する際に、Ａが本件情報を持ち出してＳ社やＴ社に

提供することについて、原告とＡと間で何らかの合意がされたり、当該意思

決定について原告の内部で正当な意思決定手続が採られたりしたことを認25 

めるに足りる証拠は存在しないから、被告の主張は採用できない。 
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   イ そして、前記前提事実(5)のとおり、Ｓ社とＴ社がランドリーパック等の

サービスを運用していることが認められるところ、Ｔ社は、従前原告からラ

ンドリーパックのサービスの提供を受けて、原告に利用料を支払う関係にあ

ったのであるから（認定事実(2)）、Ｔ社はランドリーパックに関する本件情

報が原告の営業秘密に該当することを認識していたというべきであり、また、5 

Ｔ社と代表者を同じくするＳ社もこのことを認識していたというべきであ

る。したがって、Ｓ社及びＴ社がランドリーパック等のサービスを運用して

いる行為は、不競法２条１項８号の不正競争に該当する。 

   ウ 以上検討したところに加え、前記前提事実(3)のとおり、ランドリーパッ

クのアプリがＳ社の保有とされたのが、遅くとも令和４年６月頃と、本件開10 

示行為と近接した時期であることにも照らせば、本件開示行為の時点で、Ａ

と、Ｓ社及びＴ社との間で、Ａによる本件開示行為により取得した本件情報

を利用してＳ社とＴ社がランドリーパック等のサービスを運用することに

ついて意思を通じていたものと認めることができる。したがって、本件開示

行為及びその後のＳ社及びＴ社による本件情報の使用行為に関し、Ａ、Ｓ社15 

及びＴ社との間に、共同不法行為が成立する（民法７１９条１項）。 

   エ なお、当然ながら、以上の認定・説示は、Ａ、Ｓ社及びＴ社が当事者等と

して関与していない本訴訟手続でのものであり、これ自体が、原告とこれら

の者との法律関係に直接の影響を及ぼすものではない。 

  (3) 被告の行為及び共同不法行為責任の成否 20 

    本件に関して証拠上認定できる被告の行為は前記認定事実(3)のとおりであ

り、本件開示行為の主体はＡであって被告ではなく、また、被告が、Ｓ社及び

Ｔ社による本件情報を使用したランドリーパック等の運用行為に関与してい

ることをうかがわせる証拠も存在しない。 

    もっとも、前記認定事実(3)の各行為を見ると、被告は、原告の事業に関する25 

情報が格納された情報管理ツールに関する情報をＳ社のアカウントに移行し
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たり（ア）、本件サーバー上の旧アカウントにおける情報について、新アカウ

ントに移行しないものについてはＳ社に引き継がれることを前提に、新アカウ

ントに移行する情報の選別、関係者間の情報共有、新アカウントへの情報の移

行に関与したり（エ、オ）しているのであって、これらの行為は、原告に対す

る直接の侵害行為とまでは評価し難いものの、客観的に見て、Ａによる本件開5 

示行為やＳ社及びＴ社による本件情報の使用行為を補助して容易にするもの

であったということができる。 

    そして、前記認定事実に照らせば、被告は、Ａが原告の代表取締役を退任す

ることや、それに伴ってＡが原告から原告の事業に関する情報をＳ社に開示し

て持ち出すことを十分に認識した上で、前述の各行為を行ったと認めることが10 

でき、したがって、被告には、自らの各行為が、ＡやＳ社、Ｔ社による原告に

対する不法行為を補助して容易にするものであることの認識があったという

べきである。 

    以上によれば、被告は、Ａ、Ｓ社及びＴ社の原告に対する不法行為を故意に

より幇助したものと認められる。 15 

  (4) 機密保持義務違反について 

    原告は、被告が本件情報をＳ社に開示したことを前提に機密保持義務違反に

関する主張をしているが、前記前提事実(4)のとおり、本件情報の開示行為の

主体はＡであって被告ではないから、原告の主張は採用することができない。 

 ３ 争点２（損害の発生及び額）について 20 

  (1) 前記２のとおり、被告は、Ａによる本件開示行為やＳ社及びＴ社による本件

情報の使用行為を幇助したものであるから、被告には、これにより原告に生じ

た損害を賠償すべき責任がある。この点、被告は、Ａによる本件開示行為並び

にＳ社及びＴ社による本件情報の使用行為による損害発生を否定するが、これ

らＡの行為によってＳ社及びＴ社が原告のランドリーパック等と同一のサー25 

ビスを提供できるようになったと認められ、それにより原告に事業上の損害が
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生じたと認めることができるのであって、被告の主張は採用できない。 

    以上を前提に、原告に発生した損害の額について検討する。 

  (2) 不競法５条２項に基づく推定について 

    原告は、Ｓ社と契約したクリーニング店がランドリーパック等で得ている売

上げは原告において確認でき、令和４年５月１日から令和８年３月３１日まで5 

の売上額は８５５８万９８４４円であり、Ｓ社が得ている利用料が売上の２

０％と仮定すると１７１１万７９６８円となり、同金額がそのまま売上総利益

となるから、同金額が、Ｓ社が得た利益の金額である旨主張する。 

    しかし、本件においては、原告において確認できたＳ社の売上げに関するデ

ータであるとする証拠（甲１３、３４）を除き、実際のＳ社やＴ社の事業に関10 

する証拠が何ら提出されておらず、前記証拠が実際のＳ社の売上げを表してい

るのかの裏付けもなく、本件で被告とはされていないＳ社自身による認否等も

明らかでない上、Ｓ社やＴ社における事業の実態、利益率、控除すべき経費の

額等も何ら明らかではないのであって、これからすれば、本件においてＳ社が

得た利益の額を認定することはできないというほかない。 15 

    よって、本件において、不競法５条２項に基づき原告の損害額を推定するこ

とはできない。 

  (3) 不競法５条３項に基づく損害額 

    原告は、原告が受けるべきであった利用料は、令和４年５月１日から令和８

年３月３１日までの間のＳ社の売上金の合計額８５５８万９８４４円の１20 

５％の金額である１２８３万８４７６円に、アプリ利用料４７万円（＝月額１

万円×４７か月）を加えた１３３０万８４７６円となり、同額が原告の損害で

ある旨主張する。 

    この点、本件において、Ｓ社及びＴ社の営業秘密の使用により原告が受ける

べき金銭の額につき、本来的には、Ｔ社やＳ社によるランドリーパック等によ25 

るサービスの売上額を基礎に算定するのが相当ではある。 
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しかしながら、前記(2)で述べたとおり、原告の提出する証拠（甲１３、３４）

が実際のＳ社の売上げを表しているのかの裏付けはなく、同証拠に現れた数字

を前提に原告の受けるべき金銭の額を認定することは困難であり、本件におい

て、他にＳ社やＴ社の売上げを的確に認定する証拠は存在しない。 

以上のような本件の証拠関係に照らせば、原告の従前の運用実態等も含めた5 

諸般の事情に照らして、原告の受けるべき金銭の額を算定するほかないところ、

前記認定事実(2)のとおり、令和３年９月におけるランドリーパックの利用許

諾に伴って、Ｔ社から原告に支払われた金銭がランドリーパックアプリ名目で

の月額１万円と、ランドリーパックによる売上げに連動する３万３６６９円で

あったこと、他方で、上記のとおり、Ｓ社やＴ社の売上げ等の経過は、証拠関10 

係上、これら会社が当事者等として関与しない本訴訟手続において、確定的に

認定することは困難であることなどからすると、Ｓ社やＴ社がランドリーパッ

ク等を利用している時期を通じて、アプリ利用代と売上額をベースとした利用

料の合計に相当する額として、月額３万円を、原告が受けるべき金銭の額と認

めるのが相当である。 15 

    以上によれば、令和４年５月１日から令和８年３月３１日までの間の原告が

受けるべき金銭の額は、合計１４１万円（＝３万円×４７か月）となる。 

(4) 補足 

 本件の被告との関係において、このような損害算定にとどまることについて

は、上記認定・説示にも表れているとおり、本訴訟で被告を誰とするかの選択20 

に伴うものとして、原告に甘受を求めるほかないといえる。 

なお、以上の損害算定についても、Ａ、Ｓ社及びＴ社が当事者等として関与

していない本訴訟手続でのものであり、これ自体が、原告とこれらの者との法

律関係に直接の影響を及ぼすものではない。 

第５ 結論 25 

   以上によれば、原告の請求は、１４１万円及び遅延損害金を求める限度で理由
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があるからその限度で認容し、その余は理由がないから棄却することとし、主文

のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２１民事部 

 5 

 

裁判長裁判官 

                          

          松 川     充 康 

 10 

 

   裁判官 

                          

          小 野        健 

 15 

 

   裁判官 

                          

          横 井     真 由 美 

 20 
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（別紙）         営 業 秘 密 目 録 

 

１ クラウド環境設定情報及び接続情報 

(1) クラウドサービス（AWS）における環境設定情報 

ア ランドリーオン及びランドリーパックが運用されていた AWS環境の詳細設5 

定情報、VPC 設定、サブネット構成、セキュリティグループ設定、IAM ロー

ル及びポリシー設定等） 

イ サーバーインスタンス「●●●●●」のスペック、起動設定、スケーリン

グポリシー 

(2) クラウドサービスの接続情報 10 

ア AWS の管理コンソール及び CLI のアクセス情報（管理アカウントの ID 及

びパスワード） 

イ APIアクセスキー及びシークレットキー 

ウ SSH接続用の鍵情報（公開鍵及び秘密鍵） 

エ データベース接続情報（エンドポイント、ユーザー名、パスワード、認証15 

方式） 

 

２ ランドリーオン及びランドリーパックのプログラム及び設定ファイル等 

(1) ソースコード 

ア ランドリーオン及びランドリーパックのアプリケーションソースコード20 

（バックエンド、フロントエンド、APIコードを含む） 

イ システム制御用スクリプト（データ処理バッチ、監視スクリプト、ログ管

理スクリプト等） 

(2) 設定ファイル 

ア 環境変数ファイル（.envファイル等） 25 

イ アプリケーション設定ファイル（config ファイル、プロパティファイル） 
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ウ 外部サービスとの連携設定情報（APIキー、Webhook URL等） 

(3)  画像ファイル 

ランドリーオン及びランドリーパックの UI/UXに関わるデザインデータ、ア

イコン、ロゴ等 

(4)  データベース設定情報 5 

ア データベースのスキーマ情報（テーブル定義、インデックス、リレーショ

ン） 

イ データベースのチューニング設定（キャッシュ設定、クエリ最適化設定） 

 

３ ランドリーオン及びランドリーパックのデータベース内のデータ 10 

(1) 利用会社の情報 

ア 会社名、所在地、担当者情報、契約情報 

イ 被害システムの利用履歴 

(2) 利用会社の商品情報 

商品名、カテゴリ、在庫情報、価格情報 15 

(3) 利用場所の情報 

施設名、所在地、営業情報、管理担当者情報 

(4) 売上情報 

ア 取引履歴（注文日時、注文内容、決済情報） 

イ 売上集計データ（売上額、販売数量、顧客分析情報） 20 

(5) 利用顧客の情報（個人情報を含む） 

ア 顧客の氏名、連絡先（電話番号、メールアドレス） 

イ 会員登録情報（アカウント ID、登録日時、ログイン履歴） 

(6) 利用顧客の注文情報 

ア 注文内容（商品名、数量、支払方法） 25 

イ 配送先情報（住所、受取日時指定） 


